




































ティブな COO 効果の抑制、COO 効果への無対応など、各々の企業や商品の置かれた状況によるさ
まざまなパターンが存在し得る。その中で、本研究でまず分析の焦点をあてるのは、日本市場にお







ところで、COO の概念は往々にして複数の次元で捉えられる。とりわけ通常 COO といえば、ブ
ランド COO か製品 COO をさす場合が多い。ブランド COO は企業の本社が位置する国、すなわち
企業ブランドのホーム・カントリーのことである。他方、製品 COO は製品の生産・組立国、すな
わち製品の Made in カントリーのことである。無論、企業ブランドのホーム・カントリーと製品の
Made in カントリーが一致する場合も一般的に多い。ただ、国境を越える経営活動が普遍化した今
日、ブランド COO と製品 COO の不一致もともに普遍化しつつあるといえよう。そのため、本研究
においては、ブランド COO と製品 COO を区別して、企業側による両情報の活用と成果の実態を調
べることにする。 
因みに、既存研究におけるブランド COO と製品 COO の表記方法は多岐にわたる。前者の場合は、
Brand Origin (Lee et al. 2009; Wu and Fu 2007）や Country-of-Brand (COB: Hulland 1999)など
が使われ、後者の場合は、Country-of-Assembly (COA / CA; Chao 2001; Tse and Gorn 1993; Tse and 
Lee 1993; 李2007), Country-of-Manufacture (COM: Hui and Zhou 2003), Country-of-Production 
(COP: Fujisawa 2004), Product Origin (Lee et al. 2009) などが使われている。本稿では、実態分析

























る。充実な保証の提供（Lee et al.1992）、低価格の設定(e. g., Johansson et al.1994; Kim1995; Liu and 
Johnson2005）などが具体策として提案されている。 
三つ目は、複合的 COO 情報の細分化によるカントリー・イメージの再構築である。これは、国
境を越えたソーシング活動による複合的 COO 情報を細分化して提示することで、COO 関連情報同
士の相互作用が発生し、ネガティブな COO 効果が軽減し得るという示唆である。論者には、COO
情報を Assembly Origin と Component Origin に分解して製品経験前後の消費者反応を調べた Tse and 
Lee(1993)、COA（Country of Assembly）・COD（Country of Design）・価格が消費者のデザインお
よび製品の品質知覚に与える影響を調べた Chao（1993）、COA（Country of Assembly）・COP（Country 
of Parts）・COD（Country of Design）が消費者の態度と購買意図に与える影響を調べた Chao(2001)、
































と COM の活用と成果に関する質問を５段階の評定法で尋ねた。次に主な質問例を示す。 
 
貴社の企業ブランドの本国は、日本の顧客にどのようにイメージされていると思いますか？ 
非常にネガティブなイメージ １・･･・２・･･・３・･･・４・･･・５ 非常にポジティブなイメージ 
（貴社の企業ブランドの本国イメージがポジティブだと思う方に）企業ブランドの本国のイメージをマーケ
ティング活動で強調したり活用したことがありますか？  ①ある    ②ない 
「①ある」と答えた方にお伺いします。期待したマーケティング成果は得られましたか？ 
全く得られなかった １・･･・２・･･・３・･･・４・･･・５ 十分に得られた 
（貴社の企業ブランドの本国イメージがネガティブだと思う方に）ネガティブな企業ブランドの本国イメー
ジによるマイナスの影響を抑えるため、何らかの措置をとりましたか？  ①とった   ②とっていない 
「①とった」と答えた方にお伺いします。期待したマーケティング成果は得られましたか？ 
全く得られなかった １・･･・２・･･・３・･･・４・･･・５ 十分に得られた 
貴社製品の原産国に対して、日本の顧客はどのようなイメージを持っていると思いますか？ 
非常にネガティブなイメージ １・･･・２・･･・３・･･・４・･･・５ 非常にポジティブなイメージ 
（貴社製品の原産国イメージがポジティブだと思う方に）原産国のイメージをマーケティング活動で強調し
たり活用したことがありますか？   ①ある    ②ない 
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「①ある」と答えた方にお伺いします。期待したマーケティング成果は得られましたか？ 
全く得られなかった １・･･・２・･･・３・･･・４・･･・５ 十分に得られた 
（貴社製品の原産国イメージがネガティブだと思う方に）ネガティブな原産国イメージが引き起こすマイナ
スの影響を抑えるために、何らかの対策をとりましたか？  ①とった   ②とっていない 
「①とった」と答えた方にお伺いします。期待したマーケティング成果は得られましたか？ 












ガラス・窯業 6 化学卸売 54 食品 13
ゴム・皮革 1 家具・建材卸売 9 食品卸売 48
その他卸売 110 機械・同部品 57 精密機器 13
その他製造 26 機械・同部品卸売 132 精密機器卸売 63
その他輸送機 2 金属・金属製品卸売 31 繊維・衣服 5
プラスチック 7 金属製品 7 繊維・衣服卸売 26
医薬品 32 紙パルプ・紙製品 3 総合卸売 18
医療機器 12 自動車卸売 11 電機・同部品 58
医療機器卸売 40 自動車部品 25 電機・同部品卸売 116
化学 48 自動車部品卸売 21 非鉄金属 6
Total 1000
ガラス・土石製品 45 精密機器 30 機械・部品 159
ゴム・皮革製品 14 繊維製品 45 金属製品 61
医薬品 29 鉄鋼 35 輸送用機器 65
パルプ・紙 16 電気・部品 179 食品 89










食  品 7/7 ガラス・土石 1/0 輸送用機器 6/2 金属製品 4/2 
繊維衣服 2/7 ゴム・皮革 2/2 精密機器 17/3 鉄  鋼 2/0 
電機・部品 16/9 プラスチック 1/3 医療機器 4/4 パルプ・紙 3/1 
機械・部品 17/9 非鉄金属 2/2 化  学 8/8 そ の 他 7/6 








表４．外資系企業の COB 構成 
アジア 韓国８、台湾１、マレーシア１、シンガポール１、トルコ１ （12社、11.7％） 











表５．主力製品の COM 構成 
日 本 日本53、中国８、タイ１、フィリピン１、マレーシア１、ブラジル１、無応答３（68社） 
アジア 日本12、中国４、韓国８、台湾２、インドネシア１、マレーシア２、シンガポール２（31社） 




＊主な COM を特定できないほど多数の国で製造しているという答えが１つ有り。 
 
４．分析と検証 
まず、COB と COM が顧客の購買行動に与える影響について、企業実務者がどのように認識して
いるかを調べた。 
 
図１．COB と COM が顧客購買行動に与える影響 
 
＊数値は有効％。＊COB 平均値3.73（標準偏差0.82）、COM 平均値3.2（標準偏差1.23）。 
 
上記の図にみるように、企業実務者は COB と COM が顧客購買行動に与える影響を認識するもの
の、その程度に多少の差異がみられた。そこで、COB と COM の影響力に関する知覚差に統計的な
有意性が存在するか否かを検証するため、対応のあるｔ検定を実施した。その結果、t(165)=6.03, 
p<.01と有意な結果が得られ（表７）、企業実務者は顧客購買行動に COM より COB が強い影響を与
えると考えることがわかった。 
 



















平均値 標準偏差 t値 自由度 有意確率
購買行動 COM-COB -0.54 1.16 -6.03 165 0.00
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ポジティブ 0 0 3 7 1 11
非常にポジティブ 0 0 3 2 0 5
ポジティブ 0 0 1 5 1 7
非常にポジティブ 0 0 1 1 2 4
ポジティブ 0 0 2 1 1 4
非常にポジティブ 0 0 0 1 0 1
ポジティブ 0 1 0 0 0 1
非常にポジティブ 0 0 0 0 0 0
ポジティブ 0 0 0 0 0 0
非常にポジティブ 0 0 0 1 0 1
ポジティブ 0 0 0 0 0 0
非常にポジティブ 0 0 0 0 1 1






































生産財 0 1 5 6 0 12
消費財 0 2 1 5 1 9



















ポジティブ 0 1 1 3 0 5
非常にポジティブ 0 0 1 1 2 4
ポジティブ 0 1 1 2 2 6
非常にポジティブ 0 1 1 0 2 4
ポジティブ 0 0 1 6 0 7
非常にポジティブ 0 0 3 7 1 11
ポジティブ 0 0 1 1 1 3
非常にポジティブ 0 0 1 3 4
ポジティブ 0 0 1 1 2
非常にポジティブ 0 0 1 2 1 4
ポジティブ 0 0 0 1 0 1
非常にポジティブ 0 0 1 0 0 1
ポジティブ 0 0 0 1 0 1
非常にポジティブ 0 0 0 0 0 0
ポジティブ 0 0 1 0 1 2
非常にポジティブ 0 0 0 0 0 0























交互作用効果（COB 活用成果 F(2,28)=0.95, n,s, / COM 活用成果 F(2,28)=1.10, n,s,）、企業地域の
主効果（COB 活用成果 F(3,28)=2.42, n,s, / COM 活用成果 F(3,28)=1.23, n,s,）、製品タイプの主効
果（COB 活用成果 F(1,28)=083, n,s, / COM 活用成果 F(1,28)=0.81, n,s,）で、いずれも有意な差異
はみられなかった。 
なお、COB イメージの活用成果と COM イメージの活用成果に統計的な相違があるかを調べるた
め対応のあるｔ検定を実施したが、t(34)=1.54, n,s,と有意な結果は得られなかった。 




表10．企業地域と製品タイプによる MANOVA の結果 
企業地域 製品タイプ 企業地域×製品タイプ 
Hotelling’s T2 F 値 Hotelling’s T2 F 値 Hotelling’s T2 F 値 
0.31 1.33 0.03 0.45 0.09 0.57 




トリー（COB）情報と製品ブランドの Made in カントリー（COM）情報の活用と成果について調べ
た。特に本研究では、ポジティブな COB と COM の意識的な活用とその成果に焦点を当てて実態分
析を遂行した。 
2,000社に対する郵送調査から得られた171の回答を分析した結果、次のことがわかった。 
多くの場合、ポジティブな COB と COM の活用は、親会社の地域（日本・欧州・北米・アジア）
および主力製品のタイプ（生産財・消費財）如何にかかわらず、一定の成果をあげる傾向にあるこ




一方、企業側は COB と COM が顧客購買行動に与える影響を有意と知覚しながらも、その強度に
ついては COB 効果を COM 効果より強いと認識していた。しかし、両情報の活用から得られた成果
については大きな差を知覚していなかった。 
以上のような分析結果は、COB と COM の活用と成果に関する示唆を与える。本稿の調べでは、
ポジティブな COB や COM を保有していながらも、それらを意識的に訴求したことのない企業も多
数存在していた。例えば、ポジティブな COB をもつ68社のうち、47.1％に達する35社は COB をア
ピールしたことがなかった。日本企業に至っては、標本の66.2％を占める45社が COB イメージを活
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